改正労働施策総合推進法（カスハラ防止措置義務化）対応のため、以下の規則を「就業規則」へ追加するか、ご検討ください。



（カスタマーハラスメント等の防止）
第○条　会社は、顧客、取引先、その他業務に関係する者等からの暴言、暴力、過剰な要求その他社会通念上相当な範囲を超える言動（以下「カスタマーハラスメント等」という。）により、従業員の就業環境が害されることのないよう必要な措置を講じる。

２　従業員は、カスタマーハラスメント等に遭遇したときは、一人で抱え込まず、直ちに上長又は相談窓口に報告しなければならない。会社は、報告を受けた場合、組織として事実関係を把握し、担当者の交代、警察や専門家への相談を含む適切な対応を行い、当該従業員の保護を図る。


（相談窓口および不利益取扱いの禁止）
第○条　会社は、カスタマーハラスメント等に関する相談窓口を設置し、従業員に周知する。

２　会社は、前条の報告または相談を行ったこと、その他事実確認への協力をしたことを理由として、当該従業員に対して解雇その他いかなる不利益な取扱いも行わない。
